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危機管理マニュアル等の見直し・実効性
を高める方策

2025年10月30日

有識者会議資料

※委託事業者であるNTTデータ経営研究所の作成資料を基に、文部科学省において編集・作成
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Ⅰ
本年度の方針
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１．実施事項
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事業のスケジュール

• 令和７年度中に本会議を４回実施する。その他、調査・分析や取りまとめの方向性等、事業推進に関する重要
事項について協議する小グループヒアリングを年度内に全３回実施し、取りまとめ予定。

２．会議スケジュール

【個別テーマ
小グループヒアリング】
危機管理マニュアル等の

見直し・実効性を高める方策

【全体会議】
学校安全の推進に
関する有識者会議

第1回
•事業説明
•調査の方向性

第2回
•先進事例の設定
•分析状況

第3回
•成果物の素案

第４回
•成果物取りまとめ
案

第1回
•調査の進め方
•ヒアリング先選定案
•成果物イメージ

第2回
•ヒアリング状況報告
•追加ヒアリング先
•成果物素案

第3回
•取りまとめの方向性

7月 10月 12月 ２月

9月 11月 １月

※7月7日実施済

青：現在

委員：大木先生、桐淵先生、
桜井先生、平塚先生
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３．調査の進め方
（１）有識者会議からの主な変更点

• 7月7日の「第1回学校安全の推進に関する有識者会議」では、アンケート調査の実施・分析及び有識者からの
意見によって先進事例を把握する計画としていたが、学校現場での負担軽減の観点から、アンケート調査は実施
せず、既存資料調査及び有識者からの意見によって先進事例を把握する計画へ変更。

当初の計画

アンケート調査

ヒアリング調査

成果物作成

ヒアリング調査

成果物作成

変更後の進め方

【対象想定校】
• 学校安全総合支援事業モデル校
• セーフティプロモーションスクール認証校 等

有識者からの
意見

既存資料の調査

【インプット資料】
• 学校総合支援事業「成果報告書」
• セーフティプロモーションスクール認証校申請資料 

等（詳細は後述）

有識者からの
意見
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Ⅱ
実施内容
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１．ヒアリング先選定検討
（１）選定の手順

• ヒアリング先選定にあたって、収集すべき先進事例を設定したうえで事例ロングリストを作成、さらにヒアリングすべき
事例選出基準に合致する事例をヒアリング候補として抽出した。次項以降で具体的な検討内容を説明。

選定の手順

収
集
す
べ
き
先
進
事
例
を
設
定

机
上
調
査

事
例
ロ
ン
グ
リ
ス
ト
作
成

ヒ
ア
リ
ン
グ
先
選
定
基
準
の
設
定

有
識
者
の
先
生
方
へ

事
例
紹
介
依
頼

ヒ
ア
リ
ン
グ
候
補

【調査資料】
① 学校総合支援事業「成果報告書」 「全国成果発表会資料」
② 学校保健・安全文部科学大臣表彰受賞校資料、安全功労者内閣総理大臣表彰
③ セーフティプロモーションスクール認証校申請資料
④ 「全国学校保健・安全研究大会」資料
⑤ 「全国学校安全教育研究大会東京都学校安全教育研究大会」資料
⑥ 石巻市教育委員会が進めている取組関係資料
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１．ヒアリング先選定検討
（２）収集すべき先進事例の設定

• 「学校の危機管理マニュアル作成の手引」や「評価・見直しガイドライン」、有識者会議でのご意見をもとに、見直し
の手法・内容面から収集すべき先進事例を設定。本設定に基づき、机上調査を実施し事例ロングリストを作成。

「学校の危機管理マニュアル作成の手引」抜粋 収集すべき先進事例の設定

【手法】
訓練、評価、改善の見直しサイクルが確立している
（学校）効率的かつ継続的にサイクルが好循環している。
（学校設置者）管内の学校で訓練、評価、改善の好循環サイクルが確立されるための、効果的
なモニタリング及び指導ができている。
＜要素＞
• 校内の事故事例、ヒヤリハット事例、避難訓練、管理職訓練、コミュニティスクールをはじめとする地域
との連携や専門家の振り返りを活用している

• 国からの最新情報、これまでの重大事故等を反映している
• 行政間との連携等、学校の特性に合わせた情報収集の体制がある

【内容】

マニュアルが実際に機能するために十分な項目について記載されており、見直し・改善もなさ
れている
（学校）学校の地域事情等に応じた項目について記載があり、効率的かつ継続的に見直し・改善
をしている。
（学校設置者）管内の学校で十分な項目が記載、見直し、改善されるための、効果的なモニタリ
ング及び指導ができている。
＜要素＞
• 災害時の情報収集体制がしっかりしているか
• 人事異動等による分担や組織の変更はないか
• 施設・設備や通学路、児童生徒等の状況に変化はないか
• 地域や関係機関との連携に変更はないか
• 防災避難訓練、研修回答の図上訓練（卓上訓練）で、問題点や課題に発見はなかったか
• 他校の事例や社会情勢の変化等から、事項に不足している項目はないか

※下線部分：有識者会議
でのご意見を踏まえ追加
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１．ヒアリング先選定検討
（３）ヒアリング先選定基準の設定

• 収集すべき先進事例に合致する事例を抽出（事例ロングリスト92件）。優良ポイントを整理したうえで、さらにヒア
リング先として選定すべき基準を設定し、ヒアリング候補約20件を選定。このうち10～15事例を成果物に掲載予定。

【手法】
訓練、評価、改善の見直しサイクルが確立している
（学校）効率的かつ継続的にサイクルが好循環している。
（学校設置者）管内の学校で訓練、評価、改善の好循環サイクルが確立され
るための、効果的なモニタリング及び指導ができている。
＜要素＞
• 校内の事故事例、ヒヤリハット事例、避難訓練、管理職訓練、コミュニティスクールをはじめ

とする地域との連携や専門家の振り返りを活用している
• 国からの最新情報、これまでの重大事故等を反映している
• 行政間との連携等、学校の特性に合わせた情報収集の体制がある

【内容】

マニュアルが実際に機能するために十分な項目について記載されており、見
直し・改善もなされている
（学校）学校の地域事情等に応じた項目について記載があり、効率的かつ継
続的に見直し・改善をしている。
（学校設置者）管内の学校で十分な項目が記載、見直し、改善されるための、
効果的なモニタリング及び指導ができている。
＜要素＞
• 災害時の情報収集体制がしっかりしている
• 人事異動等による分担や組織の変更はないか。
• 施設・設備や通学路、児童生徒等の状況に変化はないか
• 地域や関係機関との連携に変更はないか
• 防災避難訓練、研修回答の図上訓練（卓上訓練）で、問題点や課題に発見はなかっ

たか。
• 他校の事例や社会情勢の変化等から、事項に不足している項目はないか

80事例

23事例

1. PDCAが毎年継続するための仕組みが明確に備
わっており、具体的に定められている

2. 継続的かつ効果的・効率的なPDCAに向け、学
校管理者の役割が具体的に定められている

3. 検証のためのインプット情報や方法が明確に定
義され、効果が期待される。

4. 最新動向や過去の学びを反映している
5. 行政や外部有識者と明確に連携し、効果を創

出している。

6. 検証・見直しすべき項目が明確に定められている。
7. 地域事情に応じた項目がマニュアルに記載されて

いる。

STEP1:上記条件について、「最もよくあてはまる」学校等に
◎を、「明確にあてはまる」学校等に〇をつけた星取表を作成

STEP2: ◎がついた学校等を候補として抽出

STEP3: ◎や〇が数多くついた学校を候補として抽出

選定方法

収集すべき先進事例に合致する事例ロングリスト抽出数 ヒアリング先選定基準

※下と重複有

※上と重複有
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２．成果物イメージ
• これまでの危機管理マニュアルに関する「作成の手引」や「評価・見直しガイドライン」は、危機管理マニュアルに記
載すべき内容について、見直しの際の留意点等も含め整理してきたもの。

成果物イメージ

主な想定
読者

教育委員会（都道府県・市町村）の学校安全関係者
各学校の管理職

以下のような先進事例の各条件の成功要因・工夫の本質が、
具体的なポイントとなると想定

• 教育委員会において、各学校で各学校の危機管理マニュアルが実
効性のあるものとなるために、どのような支援をしているか（マニュアル
の点検、研修の実施など）

• 人事異動への対応など含め、校内で各教職員に対してどのように危
機管理マニュアルの内容を習得させているか。

• マニュアル見直しについて実効性のあるものにするため、どのような校
内体制で実施しているか、地域の関係機関等との連携、避難訓練
等の実践結果の反映など、どのような仕組みを設けているか。 など

作成方針

編集
方針

• 教育委員会（設置者の立場も含む）編、学校編を分けて記載
• 個々の事例を切り口に、組織体制や運用上の仕組みのポイント
を解説

個々の事例を切り口に、教育委員会編と学校編に分けて、危機
管理マニュアルの実効性を高めるための組織体制や運用上の仕
組みのポイント（10～15件程度想定）を具体的に解説

• 今年度作成する資料については、実際に各学校において危機管理マニュアルの運用や見直しが、実効性のある
形で行われるよう、教育委員会（都道府県・市町村※設置者の立場も含む）と学校の校内体制の観点に分
けて、先進的な実践事例について、その背景やプロセス、成功要因、阻害要因などを分析しながら、主に組織体
制や運用上の仕組みに関する具体的なポイントについて解説をする。

• 主な読者層としては、教育委員会の学校安全関係者や各学校の管理職を想定する。

仮題
【教育委員会の学校安全関係者・学校管理職必読】
実効性のある危機管理マニュアルの運営・見直しのための実践解説

仕組み・組織体制の工夫
が伝わる写真・図等

事例紹介①
• 主に、取組の阻害要因、プロセス、成功要因の詳細、
背景等を記載

仕組み・組織体制の工夫
が伝わる写真・図等仕組み・組織体制の工夫
が伝わる写真・図等

事例紹介②
• 主に、取組の阻害要因、プロセス、成功要因の詳細、
背景等を記載

学校設置者又は学校の声

仕組み・組織体制の工夫

• 工夫の説明

学校設置者／学校の工夫

参考となる
図表等

参考となる
図表等
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